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おわりに 

 

 日本では、現在、多くの自治体でオープンデータ化の取り組みが進んでいるが、草津市は

先行自治体を参考にオープンデータ化に向けて着手し、一つ一つの段階を踏んでいる過程に

あり、その効果が出るまでにはまだ時間を要する。そのような中、本研究を通して、オープ

ンデータを進める過程を示すことができた。また、草津市のデータを利用し、オープンデー

タを進めいくための仕様書の見直し、新たな気づきを生み出す仕組み作り、地域を包括する

ためのカタログサイトの重要性といった課題の解決案を提示することもできた。 

 今後、オープンデータ化を進める中で重要なことは、多様なサービスへの創出などを考え

るために様々な人を巻き込むための産学公民の連携である。オープンデータの利活用で、自

治体だけではなく、地域の企業・包括協定を結んでいる大学・地域の民間団体や NPO団体と

の連携を行いその効果がどのように出るか考える必要がある。地域の人たちが、地域のデー

タを見て、地域の活性化や地域の課題解決に向けた議論を行える場が生まれることで、オー

プンデータ化の達成に近づくと考えられる。そのため、今後求められることとして、地域の

ための各主体が連携したワークショップのような創発の場を提供する仕組み作りが必要と

なる。 

 本研究で議論した課題をより明確にし、地域との連携を考え、オープンデータ化の目的を

達成させなければならない。草津市では、今後オープンデータ化をけん引できるような自治

体となることが期待される。 
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参考資料 1 草津市のオープンデータに関する研究会 

 

(1)目的 

 データをオープンデータとして公開する進め方を検討する。オープンデータ化を進める

ための基本的な考え方をまとめる。 

 

(2)設置機関 

 2015(平成 27)年 5月から 2016(平成 28)年 3月まで 

 

(3)開催実績 

 第 1回 6月 1日(月) 15時 00分から 17時 00分まで 

  話題提供者：富田林市役所 上下水道部理事兼次長兼下水道課長 浅野和仁氏 

        大津市役所 CIO補佐官 木下克己氏 

  テーマ：オープンデータの公開に向けた進め方について 

 第 2回 8月 3日(月) 15時 00分から 17時 00分まで 

  話題提供者：神戸市役所 企画調整局情報化推進部事業調整担当係長 中川雅也氏 

  テーマ：オープンデータの進め方について 

 第 3回 11月 2日(月) 15時 00分から 17時 00分まで 

  話題提供者：NPO法人コミュニティリンク代表理事、Code for Shiga/Biwako  

        中西雅幸氏 

  テーマ：オープンデータの活用について 

 第 4回 2月 17日(水) 10時 00分から 11時 30分まで 

  話題提供者：なし 

  テーマ：草津市オープンデータ研究について今年度のまとめと今後 

 

(4)開催方法 

 各回、1人につき話題提供 30から 40分と意見交換またはまとめを実施。第 4回の研究会

のみ調査研究のまとめを実施。 
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 (5)メンバー 

研究会 

事務局 

 

(6)受託者 

 

 本調査研究は立命館大学衣笠総合研究機構(歴史都市防災研究所)に委託して実施し、研究

会での議論をとりまとめ、草津市委託研究員が執筆しました。 

 

 

 

 氏名 所属・役職 

１ 山本 憲一 草津未来研究所 副所長 

２ 古川 郁子 草津未来研究所 参事 

３ 溝内 辰夫 草津未来研究所 参事 

 分野 氏名 所属 役職 

1 学識経験者 青木 和人 あおき地理情報システム研究所 所長 

立命館大学大学院 公務研究科 非常勤講師 

2 行政 寺田 哲康 草津市役所 建設部 河川課 課長 

3 行政 上原 香織 草津市役所 総合政策部 広報課  

広報グループ副参事 

4 行政 辻 智 草津市役所 まちづくり協働部  

まちづくり協働課 課長  

5 行政 荒川 武仁 草津市役所 総合政策部 企画調整課 課長 

6 行政 田中 三男 草津市役所 総合政策部 危機管理課 課長 

7 行政 横江 健志 草津市役所 総合政策部 情報政策課 

情報政策グループ専門員 

8 行政 角 一朗 草津市役所 環境経済部  

商工観光労政課 課長 

9 行政 前川 直成 草津市役所 総務部 総務課  

ファシリティマネジメント推進グループ副参事 

10 行政 松尾 俊彦 草津市役所 都市計画部  

交通政策課 課長 

11 行政 高岡 良秀 草津市役所 子ども家庭部  

子ども子育て推進室 室長 

 氏名 所属・役職 

アドバイザー 矢野 桂司 立命館大学文学部地理学専攻教授 

草津市委託研究員 尾崎 正志 立命館大学衣笠総合研究機構研究員 
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参考資料 2 報告書の用語集  

 

CSVデータ 

 CSV(コンマ区切り値)は、表形式のデータで使われる標準的なフォーマット。データをカ

ンマで区切って並べたファイル形式である。極めてシンプルなオープン形式であるため利用

しやすく、オープンデータを開示するために広く用いられている。 

 

GIS(地理情報システム) 

 地理空間情報システム(Geographical Information System)。地理データの読み込みや表示、

分析や操作を行うためのコンピュータシステムである。 

 

GitHub(ギットハブ) 

 ソフトウェア開発プロジェクトのためのソースコード管理サービスである。公開されてい

るソースコードの閲覧や簡単な管理機能、SNSの機能を備えている。 

 

アイデアソン 

 「アイデア」と「マラソン」を掛け合わせた造語で、ある特定のテーマについて多様性の

あるメンバーが集まり、対話を通じて、新たなアイデア創出やアクションプラン、ビジネス

モデルの構築などを短期間で行うイベントのことである。 

 

アプリ/アプリケーション 

 特にウェブ、携帯電話、あるいは同様のプラットフォーム上で動作するように設計された、

ソフトウェアのひとかたまりのこと。アプリケーションは大規模データベースへネットワー

ク越しにコネクションを張ることができるので、これによりリアルタイムの、パーソナライ

ズされ、(携帯電話に搭載されている GPSを用いた)現在地に特化した情報として、オープン

データを利用するための手段となりうる。クラウドソーシングアプリを使えばデータセット

そのものの構築や、既存のものを改良することも可能である。 

 

オープンガバメント 

 オープンガバメントは、一般的にオープン運動に即して、市民にとって透明で、市民への
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説明可能で、市民へ責任を全うする、政府の仕組みづくりを目指している。これは民主主義

の理念、適正な手続き、市民参画、そしてガバメント情報の開示を含む。ガバメント情報の

開示への徹底的で継続的なアプローチは、たとえば、立法や予算について草案作成や校正な

どにおける、市民参画の実現を目指している。 

 

クリエイティブ・コモンズ・ライセンス 

 クリエイティブ・コモンズ・ライセンス(CC ライセンス)を提供している国際的非営利組

織とそのプロジェクトの総称である。CC ライセンスとはインターネット時代のための新し

い著作権ルールで、作品を公開する作者が「この条件を守れば私の作品を自由に使って構い

ません。」という意思表示をするためのツールである。 

 

ソースコード 

 ソースコードとは、プログラミング言語などの人間が理解・記述しやすい言語やデータ形

式を用いて書き記されたコンピュータプログラムのこと。 

 

ハッカソン 

 「ハック」と「マラソン」を組み合わせた造語である。通常 1〜2日間の期間で開催され、

対象に詳しいエキスパートや開発者その他の参加者が一緒に集まって、データを大量に扱い

つつ、特定の領域における問題箇所への対処を目的としたアプリや可視化、試作品を作成す

る。 

 

メタデータ 

 データセットについての情報。たとえばタイトルと概要説明、収集方法、作者または公開

者、カバーする地域と年代、ライセンス、日付と更新頻度など。データを効率的に管理した

り検索したりするために重要な情報である。 

 

※OPEN DATA HANDBOOK(http://opendatahandbook.org/) を参考に作成。 

 

 

 

http://opendatahandbook.org/
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参考資料 3 横浜市オープンデータの推進に関する指針 
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参考資料 4 兵庫県神戸市の事例(第 2回研究会中川雅也氏の事例報告より) 

 

 神戸市は、このオープンデータ調査研究の研究会でも先行事例として、紹介して頂いたた

め、神戸市の事例を紹介する。神戸市では、まずオープンデータを推進する体制を課長以下

5人で作り自治体のオープンデータ化を進めている。 

 

神戸市のオープンデータの取り組みは以下の６つのステップで行っている。 

①データ量と即時性 

 はじめに、データをオープンデータ化することであり、庁内の業務や市民など、使い手に

データを入手可能にしなければならない。そのため、活用されるデータから公開を進める。 

 

②カタログサイトの構築 

 次に、カタログサイトの構築と使いやすさの向上である。現在、神戸市ではホームページ

上にデータを一覧化して掲載している。これを、より検索しやすいように、データを見つけ

やすいように専用のカタログサイトを構築する。 

 

③データの質を向上 

 データの質を向上させること。データの質の向上にはメタデータ(データに関する情報)の

付与や、各データ間の整合性などがある。 

 

④機密データの活用 

 個人情報その他の機密データの活用方法。これらはオープンデータとしてそのまま公開す

ることはできないが、庁内で、部局横断的に利用できるようになると強力なツールになると

思っている。これについては、セキュリティ面・コスト面での負担が大きいため、対応が難

しいと考えている。 

 

⑤意思決定にデータを使用する 

 これは非常に重要である。データは当然、持っているだけでは意味がない。そのため「意

思決定に使う」という目的に沿ってデータを整備することが必要になる。 
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⑥市民サービス・産業振興 

 データが活用されてアプリなどのサービスが生み出されて、市民サービスや産業振興につ

ながることを最終的なゴールとしている。 

 

神戸市のオープンデータの課題 

①データの棚卸 

 ここではオープンデータに限らず、地理情報を含むものやCSV やグラフなどの「データ

として活用しやすいもの」を照会する。この棚卸で集まったデータに、ニーズを考慮した優

先順位をつけてオープンデータ化を進めていく。優先順位づけには、例えば、ホームページ

でのダウンロード件数などを使う。 

 

②データの一元管理 

 どの部署がカタログサイトを一元管理するかの課題がある。データをオープンにしてくれ

ないこともある。 

- 第三者のデータを使用している 

- 公開した際にデータに関する問合せが増える 

- 間違っていた時の責任問題 

- そもそもデータが無い 

このようなこともあり、これには業務で役立てる提案が必要になっている。 

 

 

図 1 神戸市のカタログサイト 

出所：神戸市ホームページより抜粋 
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③メタデータの収集 

 オープンデータについてはメタデータを収集する。神戸市ホームページでは、データタイ

トル・概要・ライセンス・タグ・データの形式・データ時点・担当課などの情報を載せてい

る。これに加えて、更新頻度や電話番号、第三者ライセンスなども取得することも考えてい

る。ここはどこまで所管課に負担を求めるかという課題も出てくる。 

 

④データを使ってもらう継続する仕組み作り 

 ただデータを公開することを目標にすると、何も起こらないケースが多いため、重要なの

は「データをどう使うか」ということに尽きる。そのための仕組み作りが課題となっている。 

 

 

図 2 神戸市のオープンデータを市民に届けるための提案過程 

 

 

 

出所：神戸市の研究会スライドより抜粋 
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図 3 神戸市で活用している ArcGIS Open Data 

 

 この過程を考えている中で、カタログサイト部分では ArcGIS Open data(Esri)、odp 

(jig.jp)を試行的に使っている。このようにしているが、カタログサイトだけでなく、使い手

と情報交換をする場も重要だと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：神戸市の研究会スライドより抜粋 
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参考資料 5 二次利用のための府省のデータ公開に関する基本的考え方の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ オープンデータにより、①経済の活性化、新事業の創出、②官民協働による公共サービス（ 防災・減災を含む。） の実現、③行政の透明性・信頼性の 

 向上が可能となる。 

○ 本ガイドラインは、基本的に、実務者会議の議論、先行的な府省の取組等をもとに、早急に取り組むべき事項として、各府省の保有するデータの公開に 

 関する基本的考え方を整理したもの。 

○ 実務者会議の議論の進展や関連技術の進展を踏まえ、ガイドラインの内容は随時改定していく。 

（ １ ） 二次利用を促進する利用ルールの在り方 
   ○国が著作権者である著作物については、広く二次利用を認める形であらかじめ著作物の利用に係る考えを表示する。 

   ○著作権以外の根拠に基づき二次利用を制限する場合は、制限の範囲を必要最小限にし、その内容・根拠を明確に表示する。 

   ○各府省は、速やかに、ホームページにおけるコンテンツ利用に関するルールを「政府標準利用規約（ 第1 . 0版） 」に変更する。ルールの変

更状況、変更後のコンテンツの利用状況等は、実務者会議でフォローアップする。 

（ ２ ） 機械判読に適したデータ形式による公開の拡大の考え方 

   ○統計データについて、統計表のスプレッドシート又はCSV形式での作成・公表、統計データベースを通じたデータ提供を着実に実施する。

統計データベースの地理情報を活用した統計データの拡充、機械からのアクセス性等の利便性向上を図る。 

   ○新たに作成・公開する数値（ 表） 、文章、地理空間情報は、機械判読に適したデータ形式でも公開することに努める。特に、重点分野

（ 白書、防災・減災情報、地理空間情報、人の移動に関する情報、予算・決算・調達情報） について、優先的に取り組む。 

（ ３ ） インターネットを通じて公開するデータの拡大についての考え方 

   ○原則公開の理念の下、①重点分野について、実務者会議の検討を踏まえ、オープンデータ化が適当なもの、②新規にインターネットを通
じて公開するコストが小さいデータや利用者のニーズ・要望が強いデータは、公開できないものを除き、オープンデータ化。 

２ ． 具体的な取組内容 

 ガイドライン本文の「二次利用を促進する利用ルールの在り方」に関連して、各府省ホームページの利用ルールの見直しのひな形である「政府標準利用規

約（ 第1 . 0版） 」を、本文の「機械判読に適したデータ形式による公開の拡大の考え方」に関連して、新たに作成しインターネットを通じて公開する数値

（ 表） 、文章、地理空間情報のデータの作成に当たっての留意事項を、それぞれ、別添１ 、別添２ として定めている。 

３ ． 別添１ 「政府標準利用規約（ 第1.0版） 」 
   別添２ 「数値（ 表） 、文章、地理空間情報のデータ作成に当たっての留意事項」 

二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ ガイドライン） の概要 

１ ． 総論（ ガイドラインの位置付け等）  

（平成25年6月25日 各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定、 
平成26年6月19日 改定） 

出所：各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議より 
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参考資料 6 草津市住民基本台帳のオープンデータ(2015 年 10 月データ)を利用して作成し

た地図(データブック 2016に掲載) 

 

 

 

 

 

 

  

人口構成 人口密度 

高齢化率 未就学人口 

          ※2015 年 10月住民基本台帳 

地図作成：草津未来研究所 
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